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② 米 そ の 他 の 主 要 農 産 物 に 関 す る 需 給 見 通

3 ） 小 麦 の 政 府 売 渡 価 格 に つ い て は 、 内 外 小 麦 の 平 均 で 6 3 年 度
鴫 元 年 4 月 1 日 （消 費 税 込 み ） 、 元 年 度 は 2 年 2 月 1 日 、
2 年 度 は 3 年 2 月 1 日 、 3 年 度 は 4 年 2 月 1 日 か ら の 改 定 。
ま た 、 小 麦 の 政 府 買 入 価 格 は 銘 柄 区 分 Ⅱ ・ 1 等 。

4 ） 大 豆 は 、 農 産 物 規 格 規 程 規 格 そ の － の 2 等 。
5 ） て ん 薬 、 さ と う ．き び は 、 最 低 生 産 者 価 格 に 奨 励 金 等 を 加 え

た 水 準 。
て ん 菜 の 元 年 度 の 価 格 は 、 農 家 手 取 り ベ ー ス の も の も

6 ） 牛 肉 は 去 勢 牛 肉 の 価 格 で あ り 、 6 3 年 度 は 前 年 度 試 算 値 に 対
す る 騰 落 率 。

○　 鐘 産 者 米 価 へ の い わ ゆ る 「地 域 方 式 」 の 通 用 （ 2 年 産 、 3 年 産 ）
2 年 産 、1 3 年 産 の 生 産 者 米 価 に つ い て は 、 全 図 の 各 農 業 地 域 の 平 均 的 水

準 以 上 の 高 い 生 産 性 を 実 現 し て い る 農 家 を 算 定 対 象 農 家 と し て 算 定 。

○　 大 豆 価 格 に 銘 柄 間 格 差 を 導 入 （ 2 年 度 ～ ）
品 質 の 改 善 に 資 す る た め 、 大 豆 基 準 価 格 に 緒 柄 間 格 差 を 導 入 。

○　 平 成 1 2 年 （ 2 0 0 0 年 ） を 目 標 年 次 と し た 農 産 物 の 需 要 と 生 産 の 長 期 見 通 し
L と 生 産 コ ス ト 目 標 水 準 の 策 定

③ 食 糧 管 理 制 度 へ の 市 場 原 理 の 導 入

l

を 閣 鵠 決 定 （2 ． 1 ． 1 9 ）

○　 土 地 利 用 型 農 作 物 生 産 性 向 上 指 針 を 策 定 （2 ． 3 ． 1 3 ）
稲 こ 麦 、 大 豆 に つ い て 、 そ の 生 産 性 向 上 の 目 標 と な る 「土 地 利 用 型 農 作

物 生 産 性 向 上 指 針 」 を 策 定 。

○　 農 政 審 議 会 報 告 「今 後 の 米 政 策 及 び 米 管 理 の 方 向 」 を 策 定 （元 ． 6 ． 1 6 ）
食 糧 蜜 理 制 度 の 基 本 的 役 割 を 維 持 し つ つ 、 市 場 原 理 を よ り い か し て い く

等 の 観 点 に 立 ち 、 今 後 の 米 政 策 及 び 米 哲 理 の 基 本 的 考 え 方 及 び 改 善 の 方 向
に つ い て と り ま ．と め 。

〇　 日 主 流 通 米 の 価 格 形 成 の 場 の 創 設 （2 ． 8 ． 3 0 ）
食 糧 管 理 制 度 の 枠 組 み の 下 で 、 自 主 流 通 米 に つ い て 市 場 原 理 の 良 さ を 活

か し 、 産 地 品 種 銘 柄 毎 の 需 給 動 向 や 品 質 評 価 が 価 格 に 的 確 に 反 映 さ れ る 仕
組 み と し て 価 格 形 成 の 場 を 創 設 し 、 平 成 2 年 1 0 月 か ら 入 札 取 引 を 実 施 。

幽幽山地脇恋録　一題ぬ醜鎚 幽胞謹感触録脇此奴鮎必撮注，組，毛，上lと。l。
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事　　　　 項 計　 画　 の　 概　 要 推　　　　　　 進　　　　　　 状　　　　　　 況

，④構造政策の強化

⑤農産物市場アクセスの改善∴

l⑥加工 ・流通部門の合理化 ・効率化 】

○ ・農用地利用増適法の改正 （元 9．11 施行）
農業構造の一層の改善を促蓮するため、市田了村の行う農業構造の改善に
関する目標の策定、農用地利用増進事業の円滑かっ効率的な推進を図るた
めの事前の調整手続き及び遊休農地の利用の増進を図るための市町村によ
る勧告制皮等。

○　 農業者年金基金法の改正 （3．4．1 施行）
経営移譲による規模拡大を促進するため、分割経営移譲方式の導入等。

○　 土地改良法等の改正 （3．5．2 公布）
土地改良事業の円滑かつ効果的な推進を図るため、市町村の事業費負担
の明確化、事業実施方式の改善等。

○　 低コス ト化水田農業大区画は均整傭事業の創設 （元年度～）′
新しい富農技術等の導入により、水田農業の生産性向上と生産コストの
低減を可能とするため、 1 ha以上の大区画は場の整備を実施。

’○　 農業農村活性化農業構造改善事業の創設 （2年度～）
土地利用型農業の確立、需要創造型農業の推進、地域資源の整備活用等
地域の立地条件に即した方向での農業 ・農村の活性化を図る新たな農業構
造改善事業を実施。

○　 農業後継者 ・若い農業者育成庸保特別対策事業の創設 （3 年度～）
地域ごとの農業後継者・若い農業者育成確保方針の策定、新規参入者も
含めた農村青年の就農促進と定着化のための実地研修、入植条件の整備
等。

○　 牛肉．・かんきつ及び農産物12品目に関する市場アクセス改善

牛肉・かんきつ及び農産物12品目に関する市場アクセス改善についての
閣舐決定 （63．7．5及び63．8．2）に基づき、牛肉、オレンジ等の輸人数血制
隈の撤廃を含む市場アクセスの改善を実施。

○　 食品流通構造改善促進法の制定 （3．8．1 施行）
食品の流通部門の構造改善を促進し、食品に係る流通機構の合理化と流
・通機能の高度化を図るための助成、長期低利資金の貸付け等。

′・1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′ヽ‘‘
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⑦森林の多面的機能の高度発揮と総合利用 ○　 林政審銭金答申 「今後の林政の展開方向と国有林野事業の経営改善」
の推進及び森林基金の推進等

⑧水産業の周辺水域高度利用に向けての新

（2．12．17 ）
G ）「緑と水」の源泉である多様な森林の整僻、② r国産材時代」を実現
するための林業生産・加工 ・流通における条件整備を今後の林政の基本辣
題とし、その達成のための諸施策の重点的展開方向について答申。

○　 森林法等の改正 （3．7．25施行）、全国森林計画の閣議決定 （3．8．9）
森林施業の合理化、地域の特質に応じた森林整備・林業生産等が着実に
行われる r森林の流域管理システム」を確立するため、森林法等を改正す
・るとともに、森林の整備目標等を定める全国森林計画 （計画期間　 3．乱9
～19．3．31）を策定。更に、造林 ・林道事業に係る森林整備事業五箇年計画
（計画期間 4年度以降 5箇年）策定を法定。

○　 匡摘一林野事業経営改善大綱の策定（2．12．18閣議了解）、国有林野事業改
善特別措置法の改正 （3．5．17施行）、国有林野事業の改善に関する計画の
策定（3．7．5）
林政審議会答申 （2．12．17）を受け、政府一体となって国有林野事業の経
宮改善に取り組むため、大綱が閣議了解されるとともに改善特別措置法が
改正され、これに基づき、3年度以嘩10年間の新たな改善計画を策定。

○　 森林の保健機能の増進に関する特別措置法の制定 （2．5．1 ．施行）
．森林を保健休養職能の場として整備し、都市と山村との交流等を促進す
ることにより地域活性化を図るため、森林施共と施設魔僻を計画的かつ一一
体的に推進する制度の確立。

○ ・緑と水の森林基金の畠成 （63年度～）
．，国民参加の森林づくりの推進を目的に、 5 年間で 200偉円を目標として
社団法人国土緑化推進機構において募金活動を展開。 （3年 8 月宋現在の
造成総額98億円）

○　 海洋水産資源開発促進法の改正 （2．12．25 施行）
．展開 蹄業者団体等による海洋水産資源の自主的な管理を促進する捨置等。

○　 マリノベーション構想推進のための基本計画策定地域の決定 （63．7．20

～2．6．19）
全国55地域において＼水産業を核とする沿岸 ・沖合域の総合的な整備開
発を図るための基本計画の策定。



事　　　　 項 計　 画 、の　 概　 要 推　　　　　　　 進　　　　　　　 状　　　　　　　 況

2 ．地域経済社会の均衡あ

①地域経済活性化のための中枢都市等を核

○　 多極分散型国土形成促進法の制定 （63．6．14 施行）
．る発展

（lI広域経済圏の戦略的な

多極分散型国土の形成を促進するため、 （a ）国の行政機関等の移転等
（b ）地方の振興開発」 （C ）大都市の秩序ある整備、 （d ）住宅等の供
姶促進、 （e ）地域間の交流の促進、等を内容とする 「多極分散型国土形
成促進法」を施行。
同法に基づき、．振興拠点地域承認基準 （広域的な地域振興の拠点となる
地域の開発整備に関する基本構想の承認基準）、業務核都市基本方針 （東
京圏における諸機能の適正な配置を図るための中核となるべき都市の整備
に関する基本方針）を策定。 （元．4．11 告示）

○　 国土審議会報告 「第四次金団総合開発計画の推進について （第 1号）J

（元．6．12 ）
先端的サービス産業の地方展開、交通、情報、通信ネットワークの形
成、社会資本整備の推進と地域開発諸制度の見直し等を当面の戦略的差施
策として検討、具体化を図る旨、内閣総理大臣へ報告。　 ′′

○　 国土審議会報告 「第四次全国総合開発計画の椎過について ・（第2 号）」

（3．5．29）
東京一極集中の是正、地方圏の活性化、土地問題の解決という方向に沿
h つた、政策の積極的な展開に努める旨、内閣総理大臣に報告。

l
○ ・近畿圏基本整備計画（63．2）、．中部圏基本開発整備計画（63．7）、第五期北

育成等 とした広域経済圏の戦略的育成

1

②国と地方の機能分担及び費用負担のあり

海道総合開発計画（63．6）、一束北開発促進計画 （元 3）、北陸地方開発促進
計画（2．5）、中国地方開発促進計画（2．5）、四国地方開発促進計画（2
．5）、九州地方開発促進計画（2．．5）の‾策定
多極分散型国土の形成へ向けて、経済 ・文化・学術等各種機能の集積を
生かした広域的な地域活性化を目標とする計画を策定。

〇　 回と地方の関係に関する改革推進要綱の策定 （元．12．29閣議決定）
方

t

国 ・地方の信頼関係と分担 ・協働関係を確立し、ノ多様で活力に満ちた地
域社会を実現するとともに、国 ・地方を通ずる行財政改革を推進。

○　 行政事務に関する国と地方の関係等の整理及び合理化に関する法律の制
定 （3．5．21公布、施行）
国から地方への権限委譲等国 ・地方を通ずる行財政改革を推進。

●
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③広域経済圏活性化を図るため、高速交通 ○　 電気通信基盤充実臨時措置法の制定 （3．6．1 施行）
網の整備及び情報 ・通信システムの構築 高度通悟施設及び人材研修施設の整備等に対する税制及び財投等による
を推進 支援制度を創設。

④通信料金の低廉化を図るために日本電信 ○　 電気通信事業会計規則の制定 ・改正
電話株式会社と新規事業者との問の公正 内部相互補助の防止を図るため、役務別損益明細表を開示 （63．7．30 ）
かつ有効な競争環境の整備

⑤国内航空の競争促進

⑥地域が直接世界と繹びっく体制の登嘩

電言舌役務に係る損益明細表を細目化 （2．3．9 ）・。

○　 電気通信事業報告規則の制定 （63．7．30 ）
N T T のネッ．トワーク情報の開示を図るため、利用者識別信号 （l D ）
の送出可能な交換織の設置状況、都道府県間の通信回数等基本的な トラフ．
ィックデータを報告 ・開示。

○　 電気通信審銭金中間答申　r今後の電気通信産業の在 り方J （元．10．2）
、新規事業者とN T T とのネットワークの接続の円滑化、N T T の市場支
配力の適正化等の措置が必要と提言。

○　 日本電信電話株式会社法附則第 2 条に基づき講ずべき措置の決定 （2．3．
30）
日本電信電話株式会社について長距離通信事業部、地域別事業部制の導
入 ・徹底等の措置を講ずるとともに、その結果を踏まえ、N T T の在り方
について平成 7 年度に検討を行い、結論を得る等の方針を決定。

．＼○　 ダブル、トリプル・．トラッキング化の推進
63年度　 ダブル ・トラッキング化 2路線追加

トリプル ・トラッキシグ化 1 路線追加
元年度　 ダブル ・トラッキング化 3路線追加
2年度　 ダブル ・トラッキング化 1路線追加

トリプル ・トラッキング化 1 路線追加

○　 外貿コンテナクーミ．ナルの整備の推進 （3年度～）
埠頭整備資金貸付金事業において、無利子貸付金比率を引き上げるとと
もに対象施設の規模を拡大。




